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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
テンダーライジング加工により、繊維方向の中央部が同方向の両木口端縁側に比べて繊維
方向と直交する方向により大きく引き伸ばされていて表裏一方側に中高状態とした未乾燥
ベニヤ単板。
【請求項２】
厚さ方向に貫通しベニヤ単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する塑性変形さ
れた割れが、両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて、前記木口端縁と平行な
方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて多数形成されていて表裏一方側に中高状態とし
た未乾燥ベニヤ単板。
【請求項３】
厚さ方向に圧縮塑性変形された箇所が、ベニヤ単板の両木口端縁から各々内側の所定距離
の箇所を除いて、多数形成されていて表裏一方側に中高状態とした未乾燥ベニヤ単板。
【請求項４】
厚さ方向に貫通しベニヤ単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する割れが、両
木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて、前記木口端縁と平行な方向及び直交す
る方向に適宜間隔をおいて多数形成されており、更には前記所定距離の箇所を除いて、前
記木口端縁と直交する方向で隣り合う前記割れの間には、厚さ方向に圧縮塑性変形された
箇所が形成されていて表裏一方側に中高状態とした未乾燥ベニヤ単板。
【請求項５】
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両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて未乾燥ベニヤ単板に、厚さ方向に貫通
しベニヤ単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する塑性変形された割れを、前
記木口端縁と平行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて、多数形成する未乾燥ベニ
ヤ単板の加工方法。
【請求項６】
両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて未乾燥ベニヤ単板に、厚さ方向に圧縮
塑性変形された箇所を、前記木口端縁と平行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて
、多数形成する未乾燥ベニヤ単板の加工方法。
【請求項７】
両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて未乾燥ベニヤ単板に、厚さ方向に貫通
しベニヤ単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する割れが、前記木口端縁と平
行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて多数形成し、更には前記所定距離の箇所を
除いて、前記木口端縁と直交する方向で隣り合う前記割れの間には、厚さ方向に圧縮塑性
変形された箇所を形成する未乾燥ベニヤ単板の加工方法。
【請求項８】
軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロールの周面にはベニヤ
単板を繊維方向と直交する方向に広げる突起部及びベニヤ単板を圧縮塑性変形させる突起
部を多数を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対のロールの間を搬送さ
れるベニヤ単板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径となるように太鼓状に
形成されている未乾燥ベニヤ単板の加工装置。
【請求項９】
軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロールの周面にはベニヤ
単板を繊維方向と直交する方向に広げ且つベニヤ単板を圧縮塑性変形させる突起部を多数
を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対のロールの間を搬送されるベニ
ヤ単板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径となるように太鼓状に形成され
ている未乾燥ベニヤ単板の加工装置。
【請求項１０】
軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロールの周面にはベニヤ
単板を繊維方向と直交する方向に広げる鋭利な先端とベニヤ単板を圧縮塑性変形させる幅
広の面とを有する突起部を多数を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対
のロールの間を搬送されるベニヤ単板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径
となるように太鼓状に形成されている未乾燥ベニヤ単板の加工装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、合板、ＬＶＬ（Laminated Veneer Lumber） 等の製造に用いる未乾燥ベニヤ単
板（以下生単板という）並びに生単板の加工方法及び装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来合板等の積層材の製造において、例えば３プライの合板の場合、中板と呼ばれる乾燥
された単板の表裏両面に接着剤を塗布し、この中板に表板及び裏板を重ね合わせホットプ
レスで加熱圧接し接着していた。
【０００３】
【発明が解決すべき課題】
しかるに、原木の種類によっては繊維が複雑に傾斜しているものがあり、中板１０１を乾
燥した際、図１８に示す様に、木口側端部に発生する割れ１０１ａのある箇所で、乾燥に
よる収縮により、部分１０１ｂの木口側端部の一部が隣り合う部分１０１ｃに重なり合う
ことがある。
この状態で中板１０１を上記方法で接着剤により表板及び裏板と接着すると、前記２つの
部分が重なりあった箇所１０１ｄが表板を通じて筋状の欠点とし表れ、特に表板に更に突
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板を接着したり塗装するとより顕著に表れてしまい、商品価値を低下させていたのである
。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明はこれら問題を解決するために、テンダーライジング加工により、繊維方向の中央
部が同方向の両木口端縁側に比べて繊維方向と直交する方向により大きく引き伸ばされて
いて表裏一方側に中高状態になった生単板とするものである。また厚さ方向に貫通し単板
の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する塑性変形された割れが、両木口端縁から
各々内側の所定距離の箇所を除いて、前記木口端縁と平行な方向及び直交する方向に適宜
間隔をおいて多数形成されていて表裏一方側に中高状態になった生単板としても良い。更
には厚さ方向に圧縮塑性変形された箇所が、単板の両木口端縁から各々内側の所定距離の
箇所を除いて、多数形成されていて表裏一方側に中高状態になった生単板としても良い。
また厚さ方向に貫通し単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する割れが、両木
口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて、前記木口端縁と平行な方向及び直交する
方向に適宜間隔をおいて多数形成されており、更には前記所定距離の箇所を除いて、前記
木口端縁と直交する方向で隣り合う前記割れの間には、厚さ方向に圧縮塑性変形された箇
所が形成されていて表裏一方側に中高状態になった生単板としても良い。
一方加工方法としては、両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて生単板に、厚
さ方向に貫通し単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する塑性変形された割れ
を、前記木口端縁と平行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて、多数形成する。ま
た両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて生単板に、厚さ方向に圧縮塑性変形
された箇所を、前記木口端縁と平行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて、多数形
成しても良い。また両木口端縁から各々内側の所定距離の箇所を除いて生単板に、厚さ方
向に貫通し単板の木口端縁と交差する方向に任意長さで連続する割れが、前記木口端縁と
平行な方向及び直交する方向に適宜間隔をおいて多数形成し、更には前記所定距離の箇所
を除いて、前記木口端縁と直交する方向で隣り合う前記割れの間には、厚さ方向に圧縮塑
性変形された箇所を形成しても良い。
【０００５】
加工装置としては、軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロー
ルの周面には単板を繊維方向と直交する方向に広げる突起部及び単板を圧縮塑性変形させ
る突起部を多数を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対のロールの間を
搬送される単板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径となるように太鼓状に
形成する。また軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロールの
周面には単板を繊維方向と直交する方向に広げ且つ単板を圧縮塑性変形させる突起部を多
数を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対のロールの間を搬送される単
板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径となるように太鼓状に形成しても良
い。
更には軸中心線を平行として配置された一対のロールにおいて、一方のロールの周面には
単板を繊維方向と直交する方向に広げる鋭利な先端と単板を圧縮塑性変形させる幅広の面
とを有する突起部を多数を設け、他方のロールは、繊維方向と直交する方向に一対のロー
ルの間を搬送される単板の該繊維方向の中央部が通過する部分が、最大直径となるように
太鼓状に形成されていても良い。
【０００６】
【発明の実施の形態】
次に本発明の実施の形態を、実施例により説明する。
図１に示すように、一対のロール１及び３を軸中心線を平行で相対して配置する。
ロール１は、モータ（図示せず）により回転駆動される円柱状の基部５と、基部５に軸中
心線方向に並べて装着される３種類のリング状部材７、９及び１１とから成っている。
各リング状部材７、９及び１１は軸中心線方向の幅が３５ｍｍ、外径が２５０ｍｍで内径
が基部５の外径と等しく、リング状部材７は基部５の軸中心線方向の両端のみに配置され
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、また両リング状部材７の間にリング状部材９及び１１が軸中心線方向で交互に配置され
ている。これらリング状部材７、９及び１１は、公知のキー溝及びキー（図示せず）によ
り基部５から動力が伝達され、回転駆動される。
リング状部材７の周面７ａには、突起部が形成されておらず平坦となっている。
ロール１の半径方向で周面７ａと同一位置にあるリング状部材９の周面９ａには、円Ａで
囲んだ部分の拡大説明図である図２に示すように、また図２の一点鎖線Ｅ－Ｅより矢印の
方向を見た断面説明図は図３示すように、図２の一点鎖線Ｆ－Ｆより矢印の方向を見た断
面説明図は図４に示すように、図２で一点鎖線Ｇ－Ｇより矢印の方向を見た図は図５に示
すように、先端に鋸歯状の突起１３ａを有する突起部１３が設けられている。
【０００７】
この様な突起部１３は、最初に、リング状部材９の外周に、ロール１の軸中心線と平行に
連続し一点鎖線Ｅ－Ｅと平行な如何なる断面においても形状が図３に示すようになる突起
を形成し、次いでリング状部材９をロール１に装着された場合の回転方向に回転させ、バ
イト（図示せず）により図５における該突起の斜線部分を削り取ることで形成するのであ
る。
ここでθ１は５０度とし、鋸歯１３の周面からの高さＬ１は２ｍｍ、軸中心線方向の間隔
Ｌ２は１ｍｍとなっており、この様な突起部１３がリング状部材９に、ロール１の回転方
向に７ｍｍの間隔で設けられている。
【０００８】
また同じくロール１の半径方向で周面７ａと同一位置にあるリング状部材１１の周面１１
ａには、円Ｂで囲んだ部分の拡大説明図は図６に示すように、また図６の一点鎖線Ｈ－Ｈ
より矢印の方向を見た断面説明図は図７示すように、図６の一点鎖線Ｊ－Ｊより矢印の方
向を見た断面説明図は図８に示すように、図６で一点鎖線Ｋ－Ｋより矢印の方向を見た図
は図９に示すように、突起部１５が設けられている。
この様な突起部１５は、最初に、リング状部材１１の外周に、ロール１の軸中心線と平行
に連続し一点鎖線Ｈ－Ｈと平行な如何なる断面においても形状が図７に示すようになる突
起を形成し、次いでリング状部材１１をロール１に装着された場合の回転方向に回転させ
、バイト（図示せず）により図９における斜線部分を削り取ることで形成するのである。
ここでθ２は８０度とし、突起部１５の周面からの高さＬ３は１ｍｍ、軸中心線方向の間
隔Ｌ４は１ｍｍとなっており、この様な突起部１５がロール１の回転方向に３ｍｍの間隔
で設けられている。
【０００９】
一方、ロール３は従動回転自在に支持され、直径は同様に３００ｍｍで周面に厚さ３０ｍ
ｍのウレタンゴム１７が全体に接着固定されている。このロール３のウレタンゴム１７の
周面と、ロール１の周面７ａ、９ａ及び１１ａとの間隔が約１ｍｍとなるように配置され
ている。その結果、突起部１３の突起１３ａは、ロール３のウレタンゴム１７に１ｍｍほ
ど食い込むことになる。
【００１０】
以上のように構成された装置において、ロール１を駆動回転させると、前記の様に突起１
３ａがウレタンゴム１７に食い込むような位置で設けられているので、ロール１の回転が
ロール３にも伝達され、ロール３も回転する。
この状態で、例えば厚さが３ｍｍで、繊維方向の長さが、ロール１の一方のリング状部材
７の外側端縁から１０ｍｍ程度内側の位置から他方のリング状部材７の外側端縁から１０
ｍｍ程度内側の位置に至るまでの長さの生単板Ｔを、両ロール１、３の間に軸中心線方向
の中央へ、搬送方向が繊維方向と直交する方向（以下、直交方向という）で裏割れ側を上
面として挿入する。
【００１１】
そこで生単板Ｔにおいて、ロール１の軸中心線方向の両端部に設けたリング状部材７の箇
所を通過する部分では、圧縮されるだけで割れは形成されない。
また同じくリング状部材１１の箇所を通過する部分では、突起部１３は図３に示すように



(5) JP 4332210 B2 2009.9.16

10

20

30

40

50

先端に向かって鋭角となっていることに加え、突起１３ａが設けられており、また前記の
ように突起１３ａがウレタンゴム１７に食い込むような位置に設けられているので、圧接
される突起部１３の先端は生単板Ｔの裏側へ突き抜ける。この突起部１３が生単板Ｔを突
き抜けた状態では、突起部１３により生単板Ｔは部分的に直交方向に伸ばされることにな
る。
【００１２】
一方生単板Ｔにおいて、同じくリング状部材７に隣り合う位置にあるリング状部材９の箇
所を通過する部分では、突起部１５はその先端が図６に示すような角錐状となっており且
つ図８で示したように周面１１ａからの高さが１ｍｍであるため、突起部１３の様にロー
ル３のウレタンゴム１７に食い込むこともなく、生単板Ｔを圧縮する。そのため該リング
状部材９の箇所を通過する部分では、直交方向に伸ばされながら塑性変形され、生単板Ｔ
の加工後の表面の部分拡大説明図である図１０に示す様に、繊維方向に連続する塑性変形
された箇所１９が形成されて前記伸ばされた状態が保たれる。
この塑性変形された箇所１９は、前述のリング状部材９の突起部１３が挿入され生単板Ｔ
が直交方向に伸ばされることと同時に形成される。
それ故、ロール１、３の回転により生単板Ｔから突起部１３及び突起部１５が離れた後、
前記突起部１３が圧接されて直交方向に伸ばされていた箇所は、突起部１３が圧接される
前の状態に復帰することが、繊維方向で隣り合って形成される該塑性変形された箇所１９
により殆ど阻止される。そのため突起部１３が圧接された箇所は、生単板Ｔに図１０に示
す様に直交方向に広げられた割れ２１として残る。
【００１３】
このようにロール１、３の間を通過した生単板Ｔの直交方向の長さは、リング状部材７で
圧接された箇所（以下、非伸延箇所という）では通過前と比べ殆ど変化無いが、リング状
部材９及び１１が圧接された箇所（以下、伸延箇所という）では通過前と比べ長くなって
いる。
しかし該長くなった伸延箇所は、非伸延箇所により自由に伸びることを制限されるため、
生単板Ｔは全体としてはこれら長さの違いにより、図１１に示すように中央が例えば上向
きに凸となる中高の形状になる。
このような形状となった生単板Ｔを乾燥しても中高の形状は大きく変わることはなく、乾
燥された単板Ｔを中板として両面に接着剤を塗布し、表裏面に表板及び裏板を重ね合わせ
、ホットプレスで加熱圧接し例えば３プライの合板を製造する。
すると表板及び裏板の間で単板Ｔは、ホットプレスでの圧接により前記中高の形状が平坦
な状態に即ち伸延箇所が平坦に矯正されることになるが、この伸延箇所が平坦になること
で図１２に示す様に単板Ｔの非伸延箇所は矢印の方向即ち直交する方向に引張力を受ける
ことになる。
そこで、単板Ｔの木口側端部に図１８に示すような重なりあった箇所１０１ｄがあっても
、該矢印の方向に作用する引張力により、重なり合っていた部分１０１ｂ及び１０１ｃが
ずれて図１３に示す様に重なり合う部分が殆ど無くなるのである。
その結果、前記従来技術で述べた様な、重なりあった箇所が表板を通じて筋状の欠点とし
現れ、商品価値を低下させることが少なくなるのである。
【００１４】
前記発明の実施例で、装置としては以下の様に変更しても良い。
図１４に示す様に、ロール２３はロール１と同様に構成し、ロール２３に相対して配置す
るロール２５はロール３と同様に従動回転自在に支持され、周面に厚さ３０ｍｍのウレタ
ンゴム１７が接着固定されているが、次の構成が異なる。
即ち、周面に接着固定されているウレタンゴムを切削加工し、図１４で左右方向の中央２
５ａに向かうにつれて直径が大となる太鼓状とする。
これら寸法は、図１４では分かり易くするため実際の寸法より割合を変えて示したが、例
えば、ロール２５前記左右方向の長さが２５００ｍｍの場合、中央部２５ａの直径を３０
０ｍｍとし両端の直径を中央部より０．６ｍｍ小さくなる様にする。またロール２３とロ
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ール２５の中央部における図１４における上下方向の間隔は、１ｍｍとなるように配置す
る。
この様な構成で、回転駆動されるロール２３とロール２５との間に生単板を直交方向に挿
入すると、前記実施例で示した作用が、生単板の図１４の左右方向の中央部及びその周辺
で生じて直交方向に伸ばされる。
一方、生単板の繊維方向の両端部に向かうにつれて、ロール２３とロール２５との間隔が
中央部に比べて広くなるため、突起部１３及び突起部１５が生単板を圧接又は圧縮する量
が小さくなり、直交方向に伸ばされる量が少なくなる。
その結果、ロール２３とロール２５との間を通過した生単板は、図１１に示した場合と同
様に、中央が例えば上向きの中高の形状になり、同様に合板を製造した場合でも、単板の
木口側端部で重なり合うことが少なくなるのである。
この場合、ロール１と同様に構成するロール２３において、両端部に設けたリング状部材
７を省略しても同様の作用が得られる。
【００１５】
更に本発明の実施例での装置は、以下の様に変更しても良い。
１、ベニヤレースで長尺例えば繊維方向の長さが６尺用として１８８０ｍｍの長さで生単
板を切削し、該状態で乾燥した後、中央で分割し同方向長さが９４０ｍｍとして各々３尺
用の単板とする場合は、以下の様に構成しても良い。
図１５に示す様に、ロール１と同様にリング状部材９及び１１を軸中心線方向に交互に備
え且つリング状部材７は用いないで構成され、軸中心線方向の長さが２１００ｍｍのロー
ル２７に対し、同様の長さで周面にウレタンゴムが接着固定されているロール２９を、左
右両端から各々５８０ｍｍ程の箇所２９ａが、図１４で示した場合と同様に最大直径とな
る用に太鼓状に形成するのである。例えばロール２９で、最大直径となる部分２９ａの直
径を３００ｍｍとし、軸中心線方向の両端及び中央部の直径を０．６ｍｍ小さくなる様に
する。
この様に構成して回転駆動されるロール２７とロール２９との間に軸中心線方向の中央へ
、繊維方向の長さが１８８０ｍｍの生単板を直交方向に挿入すると、生単板の、最大直径
の部分２９ａ及びその周辺を通過する箇所が他の箇所に比べて同様に直交方向に大きく伸
ばされる。即ち、生単板で最大直径の部分２９ａを通過する箇所は生単板の繊維方向の中
央から両側に各々４７０ｍｍ離れた箇所であり、この生単板を乾燥後、維方向の中央で切
断分割して該方向の長さが９４０ｍｍの２枚の単板とすると、各単板の繊維方向の中央及
びその周辺が大きく伸ばされ、該方向の端部付近が殆ど伸ばされていないことになる。
それ故、これら単板を更に直交方向で所定長さに切断すると図１１と同様に中高状態とな
り、前記と同様に合板を製造した場合でも、単板の木口側端部で重なり合う部分が無くな
るのである。
【００１６】
２、生単板に圧縮塑性変形した箇所を形成する部材としては、図６乃至９で示した突起部
１５に代えて、生単板の繊維方向の所定長さ例えば３０mm程度で連続し押圧部が平坦な突
起体としても良い。
３、前記実施例では、生単板を直交方向に広げるための突起部と生単板を塑性変形させる
ための突起部とを各々設けたが、１個の突起部で前記２つの機能を備えるように、図１６
及び図１６の部分拡大図である図１７に示すように構成しても良い。
即ちロール３１は、例えば軸中心線方向の長さが１３０ｍｍ、直径３０ｍｍであり、周面
に多数の切込刃３３が形成されている。各切込刃３３は図１７に示すようにロール３１の
軸中心線方向と平行で長さ２ｍｍの刃先部３３ａを有し、刃先部３３ａの両端には幅広の
箇所として、軸中心線方向の長さ１ｍｍの加圧用の段部３３ｂが切欠き形成されている。
また切込刃３３のロール３１の周面から半径方向の高さは３．５ｍｍ、刃先部３３ａと直
交する方向での断面形状が頂角３５度の二等辺三角形であり、段部３３ｂは該半径方向で
同じく周面から１．８ｍｍの位置に形成されている。
以上のようなロール３１の両端の軸３５を軸受（図示せず）により回動自在に支持し、図
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１で示したロール１に代えて、同じく直交方向に挿入される生単板の繊維方向の両端の例
えば３０ｍｍ程度残して内側の部分に圧接できるように、軸中心線方向に多数並べて配置
する。
上記のような切込刃３３が生単板に圧接されると、刃先部３３ａは生単板に切込を形成し
直交方向に広げると同時に、段部３３ｂは形成された切込に隣接する箇所を塑性変形させ
る。
そのためロール３１とロール１７の回転により切込刃３３が生単板から離れても、前記直
交方向に広げられた状態が殆ど復帰せず残り、前記実施例と同様の効果が得られる。
【００１７】
４、１個の突起部で生単板を直交方向に広げる作用と塑性変形させる作用とを有するため
の形状としては、以下のようの構成しても良い。
図１８は突起部を備えたロール３７の正面説明図、図１９は図１８の円Ｓ内の部分拡大説
明図、図２０は図１９の一点鎖線Ｃ－Ｃより矢印の方向を見た断面説明図、図２１は図１
９の一点鎖線Ｄ－Ｄより矢印の方向を見た一部断面説明図、図２２は図１９の一点鎖線Ｅ
－Ｅより矢印の方向を見た説明図である。
ロール３７は、次のように構成されている。基部３９はモータ（図示せず）により回転駆
動させられる鋼製の円柱状の部材であり、その周囲には、軸中心線方向の幅が３８ｍｍ、
内径が基部３９の外径とほぼ等しくまた外径（後述する突起部４５の先端４５ａが描く仮
想円の直径）が１９８ｍｍである同じく鋼製の多数のリング状部材４１ａ、４１ｂ、４１
ｃ・・がキー（図示せず）により装着固定されてなる。各リング状部材４１ａ、４１ｂ、
４１ｃ・・の周面４３には、図１９乃至図２２に示す用に、先端に切欠部４５ｂを有する
突起部４５が設けられている。
【００１８】
即ち各リング状部材４１ａ、４１ｂの場合で示すと、周面４３には半径方向に突出し軸中
心線方向に連なり、軸中心線方向と直交する方向の断面形状が、頂角即ち図２０でθ３が
４０度であって、周面４３からの半径方向の高さ即ち図２０及び図２１でＬ５＝３．５ｍ
ｍとなる突起部４５を、回転方向の間隔即ち図１９でＬ７＝７ｍｍとして多数列形成して
ある。また突起部４５の先端部には、図２２に示す様にバイトにより先端４５ａから半径
方向にＬ６ａ＝０．８ｍｍの深さでθ４＝８０度となり底部４５ｃを有する切欠部４５ｂ
を、軸中心線方向の間隔即ちＬ６＝１．３ｍｍで多数形成することで、幅広の面として先
端４５ａから底部４５ｃまでの間の傾斜した面が設けられる。
上記のように突起部４５を形成したリング状部材４１ａ、４１ｂ、４１ｃ・・で隣り合う
同士は、例えばリング状部材４１ａ、４１ｂの場合で説明すると、図１９に示すように突
起部４５のロール３７の軸中心線方向での間隔Ｌ８が３ｍｍとなるように設けられている
。
一方回転方向では、リング状部材４１ａの突起部４５がリング状部材４１ｂの突起部４５
より間隔Ｌ９が１．５ｍｍとなるようにずれた状態で基部３９に設けられている。
またリング状部材４１ｂ、４１ｃでは、Ｌ８に相当する互いの突起部４５の軸中心線方向
の間隔が３ｍｍとなることは同様であるが、Ｌ９に相当する回転方向の間隔がリング状部
材４１ｂの突起部４５に対し、リング状部材４１ｃの突起部４５が回転方向と逆の方向に
１．５ｍｍずれた状態で基部３９に設けられている。
以下リング状部材４１ｄは回転方向に同じ量と、リング状部材毎に回転方向又は回転方向
と逆の方向に交互に１．５ｍｍずれて設けられている。
【００１９】
このような突起部４５を備えたロール３７に対し、図１４で示したロール２５を相対して
配置し、ロール２５の最大直径の箇所２５ａで、ロール２５の周囲に設けてあるウレタン
ゴムに１ｍｍ食い込むように配置する。
以上の様に構成した両ロール３７及び２５間へ例えば厚さ３ｍｍの生単板を直交する方向
へ挿入する。
そこで生単板で最大直径の箇所２５ａの箇所及びその近くを通過する部分では、突起部４
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する方向へ広げ、また突起部４５の底部４５ｃにより生単板を圧縮塑性変形させることで
、該広がった状態が殆ど復帰しない。
一方、生単板で最大直径の箇所２５ａから離れる程、生単板に対する前記突起部４５の作
用が小さくなるため、通過後の生単板は、同じく図１１に示す様になる。
５、繊維方向の中央部が同方向の両木口端縁側に比べて直交する方向により大きく引き伸
ばすためのテンダーライジング加工としては、前記の様に厚さ方向への塑性変形の他に、
直交方向ヘ少なくとも塑性変形するまで引張力を加えるものであっても良い。
６、生単板の繊維方向の中央部が同方向の両木口端縁側に比べて繊維方向と直交する方向
により大きく引き伸ばすテンダーライジング加工は、該中央部が該方向に大きく引き伸ば
されれば、両木口端縁側に行っても良い。
【００２０】
【発明の効果】
以上の様に本発明によれば、単板が部分的に重なり合うことで、得られた合板等の商品に
表板を通じて筋状の欠点とし現れ商品価値を低下させることが殆ど無い。
【図面の簡単な説明】
【図１】発明の実施例の部分正面説明図である。
【図２】図１の円Ａで囲んだ部分の拡大説明図である。
【図３】図２の一点鎖線Ｅ－Ｅより矢印の方向を見た断面説明図である。
【図４】図２の一点鎖線Ｆ－Ｆより矢印の方向を見た断面説明図である。
【図５】図２で一点鎖線Ｇ－Ｇより矢印の方向を見た説明図である。
【図６】図１の円Ｂで囲んだ部分の拡大説明図である。
【図７】図６の一点鎖線Ｈ－Ｈより矢印の方向を見た断面説明図である。
【図８】図６の一点鎖線Ｊ－Ｊより矢印の方向を見た断面説明図である。
【図９】図６で一点鎖線Ｋ－Ｋより矢印の方向を見た説明図である。
【図１０】生単板Ｔの表面の部分拡大説明図である。
【図１１】生単板Ｔの全体の斜視図である。
【図１２】単板Ｔの全体の斜視図である。
【図１３】単板Ｔの部分拡大説明図である。
【図１４】発明の実施例の変更例の説明図である。
【図１５】発明の実施例の変更例の説明図である。
【図１６】発明の実施例の変更例の正面説明図である。
【図１７】図１６の部分拡大説明図である。
【図１８】発明の実施例の変更例の正面説明図である。
【図１９】図１８の円Ｓ内の部分拡大説明図である。
【図２０】図１９の一点鎖線Ｃ－Ｃより矢印の方向を見た断面説明図である。
【図２１】図１９の一点鎖線Ｄ－Ｄより矢印の方向を見た一部断面説明図である。
【図２２】図１９の一点鎖線Ｅ－Ｅより矢印の方向を見た説明図である。
【図２３】従来技術の単板の拡大説明図である。
【符号の説明】
１・・ロール
３・・ロール
７・・リング状部材
９・・リング状部材
１１・リング状部材
１３・・突起部
１５・・突起部
１７・ウレタンゴム
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